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研究成果の概要（和文）：本研究は，農水産物流通の中でも近年急速に市場規模を伸ばしている農産物産地直売所を事
例に，VMI（Vender Managed Inventory）方式を拡張した在庫管理方式を提案し，適用した事例について報告する．外
部環境による影響が大きく，需給バランスの調整が難しい生鮮品を取り扱う販売物流においては，販売側が供給側の全
体統制を行いながら供給側が主な意思決定を行うVMIを導入することによるメリットは大きい．本研究では， 農産物産
地直売所を対象に導入したVMIの概要，情報システムの運用状況や効果について報告することで，生鮮品を取り扱う販
売物流においてVMIを導入する際の指針を示している．

研究成果の概要（英文）：In Japan, farmers' markets have attracted considerable attention as a new distribu
tion system for agricultural products. A key characteristic of farmers' markets is a distribution system w
ithout intermediate wholesalers and retailers between farmers and consumers. Farmers' markets have faced s
ales, cultivation, inventory and quality management problems.
This paper proposes a Vender Managed Inventory system for fresh agricultural products. It is difficult to 
supply agricultural products adequately to meet demand because of the seasonality and uncertainty. Therefo
re, inventory management systems, which venders seize the leadership of decision making, are suitable for 
fresh agricultural products in terms of flexible supplying. This paper summarizes the introduction of the 
VMI system to a farmers' market by analyzing utilization of VMI support information system and inquiry sur
vey of farmers.
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１．研究開始当初の背景 
（1）近年、SCM（Supply Chain Management）
実現における在庫管理手法として VMI（Vend
er Managed Inventory）の導入事例が多く見
られる。VMI は、「売り手が買い手の在庫を管
理する方式の在庫管理手法」と定義される。 
（2）販売物流における VMI（以後、販売 VMI）
は、製品を消費者へ届ける物流を対象とした
ものであり、アパレルなどの小売業の物流拠
点や日常雑貨の配送を中心に導入事例はあ
るものの、適用事例や研究報告は少ない。販
売物流では、消費者ニーズの多様化に伴い
様々な流通形態が生まれている。特に、生鮮
品を取り扱う販売物流では、卸売市場経由率
が低下する中、産地直売所や e-コマースの台
頭により新たな流通形態が生まれており、そ
の流通形態にあった在庫管理手法としての
理論の確立や体系的な導入事例の整理が求
められている。 
（3）天候などの外部要因による影響が大き
く需給バランスの調整が難しい生鮮品を取
り扱う販売物流を対象とした場合、販売側が
供給側の全体統制を行いながら供給側が主
たる意思決定を行うメリットは大きい。反面、
意思決定の範囲や情報共有の方法など整理
しなければならない課題も多い。  
 
２．研究の目的 
（1）一般的な販売 VMI を拡張し、鮮度や品
質をなどの生鮮品の特性を考慮した生鮮品
VMI が果たす役割や導入について必要な事項
を整理することで、多様化が進む生鮮品の流
通形態にあった新しい在庫管理を提案する
ことを目的としている。 
（2）生鮮品 VMI における理論形成および
農産物産地直売所（以後、産直と呼ぶ）
の事例にもとづく検証を行い、生鮮品を
取り扱う販売 VMI の導入に必要なフレ
ームワークを構築する。 
 
３．研究の方法 
（1）生鮮品 VMI の理論形成のために「入荷
依頼（補充）方式モデル」「販売価格決定モ
デル」および「販売予測モデル」を構築する。 
（2）生鮮品 VMI を産直に適用する。その際、
情報システムとして生鮮品VMI支援システム
を構築し、運用評価する。 
 
４．研究成果 
（1）生鮮品 VMI の業務の流れ 
理論形成に先立ち、産直での適用を前提に
生鮮品VMIの業務の流れを提案する（図１）。
産直施設内に各生産者に販売場所を貸し出
し、生産者は任意の商品の販売を行う。産直
運営団体は、在庫状況や産直全体の売上傾向
を定期的に生産者に情報提供すると同時に、
品揃えを確保するため品不足の商品が生じ
た場合、栽培している生産者に対して出荷依
頼をする。 
 

 
図１ 産直 VMI の業務の流れ 

（2）入荷依頼モデル 
図１の業務の流れを図２のようにモデル化
しシミュレーション分析を行った。補充方式
の基本特性について明らかにした。 
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図 2 生鮮品 VMI の補充方式モデル 

 

図 3 安全在庫と品切れ率の関係 

（供給能力βと需要変動αの影響） 

 
（2）販売価格決定モデル 
生産者へのアンケート調査（図 4）や売り
上げデータから店内滞留時間について因子
分析などを行った（図 5）。その結果に基づき、
産直における価格決定方式を提案した。 

 

図 4 価格決定手段のアンケート結果 



 
図 5 店内滞留時間の影響要因 

 
（3）販売予測モデル 
農産物の販売予測モデルとして平滑法、自
己回帰移動平均法、回帰分析法を提案し、売
り上げデータに適用した。その結果、対象産
直の場合は、表１のように予測手法を適用す
るのが妥当であると知見を得た。 
 
表 1 対象産直における分析結果 

 
 
（4）生鮮品 VMI 支援システムの構築 
上述の生鮮品 VMI の理論を適用するため、
産直を対象とした生鮮品VMI支援システムを
構築・導入した。提案システムは、入荷管理
機能、販売管理機能および在庫管理機能で構
成される。 
 
（5）入荷管理機能 
生鮮品 VMI を実現するために最初に必要と
なるが「誰の」「何が」「いつ」「いくつ」「い
くらで」入荷されたかを正確に把握すること
である。情報リテラシーが高くない利用者か
ら入荷情報を把握することを考慮し、商品ラ
ベル印刷を容易に行えるタッチパネルを用
いた情報システムを導入する。商品ラベルに
は、上述の情報がすべて含まれているため、
商品ラベル情報を入荷情報としてデータベ
ースで一元管理する。また、入荷情報は商品
別、月別に数量および価格を集計することで、
1 年間の入荷実績レポートとして利用ができ
る。多くの生産者は、毎年の栽培品目や数量
を大きく変えることは少なく、前年度と同様
の栽培計画となることが多い。そのため、年
間の栽培計画を立案する際には、入荷実績レ
ポートを紙媒体で生産者へ提供し、変更する
商品、数量および予定価格を記載し、栽培計
画として産直運営団体に報告する。 
入荷管理機能では、これらを実現するため、
生産者が利用するタッチパネルでの商品ラ
ベル印刷機能（図 6）と産直運営団体が利用
する入荷実績レポート印刷機能（図 7）が主

な機能となる。対象産直では、全ての生産者
がこれらの機能を利用している。また、商品
ラベル作成時の価格入力の際に、他の生産者
の平均価格や店内滞留時間を提示すること
で、価格決定の支援を行う。 
 

 

 

図 6 商品ラベル印刷機能 

 

図 7 入荷実績レポート 

 
（6）販売管理機能 
産直運営団体では、栽培計画を集計し産直
全体の販売計画を作成する。販売計画は、生
産者にフィードバックすると同時に、近隣レ
ストランやホテルなど業務系消費者にも情
報提供する。近隣レストランでは、地産地消
の広まりもあり産直の商品を利用したいと
考えているが、商品の季節性や産直の運用形
態の特徴から安定供給が難しく利用できな
いことが多い。そのため、販売計画を提供す
ることにより、産直全体としての供給量を把
握し、食材利用がしやすくなる。 
 
（7）在庫管理機能 
入荷管理機能と店内 POS システムと連動し
て、在庫管理の支援を行う。売上情報を用い
て各生産者の売上状況と産直全体の売上傾
向を定期的（1 日 3 回）にメール配信し、生
産者が頻繁に店内在庫の確認に来る手間を
省き、在庫状況に合わせた出荷の意思決定を
支援する。また、売上情報をリアルタイムに
取り入れ、直近の数日の売上情報からの売上
予測と現時点の売上情報を比較し、売れ行き
状況をシステム担当者が把握できるように
する。併せて、商品ごとの売り上げ予測を行
い、現時点の売り上げから品切れが予測され
る場合は、特定期間に商品の販売実績がある
生産者を検索し、出荷依頼を容易に行えるよ
うにする。 



 

 

図 8 メール配信システムの例 

 
（8）産直における導入効果 
ここ数年間の各年の売上額の推移を作物の
豊凶を示す作物指数で補正し最小二乗法で
傾向分析したところ、年約 3.1%の売り上げの
伸びであった。 
図 9 は、対象産直の主力商品であるりんご
20 種類の績データ（3239 件、41 名の生産者）
を在庫情報メール受信者（32 名）と未受信者
（9 名）に分け、生産者あたりの時間帯別の
平均入荷件数について比較したものである。
りんごの入荷から売上までに店内に滞留し
た時間である店内滞留時間の平均値は 13.20
時間であった。在庫情報メールの未受信者が
8 時から 9 時に入荷が集中するのに対し、受
信者は 10 時のメール受信を受け補充する生
産者も多いため、8時から 11 時に入荷がばら
ついている。また、午後の在庫情報メール受
信による品切れに応じて入荷する傾向もう
かがえる。これらは、りんごのみならず、ぶ
どうや野菜といった産直の主力商品におい
て同様な傾向が見られた。 
図 10 に、7月における桃太郎トマトにおけ
る一日あたりの平均売上件数および平均在
庫数について 2名の生産者の例を示す。桃太
郎トマトは、この時期の人気商品であるため、
朝納入したものは、その日の内に完売される。
また、生産者 Aは在庫情報の提供を受けてい
るため品切れに対し逐次補充をするのに対
し、生産者 Bは在庫情報の提供を受けておら
ず、朝 8 時にまとめて入荷する傾向があり、
ほぼ同等の出荷量である。生産者 Bは、午前
中は平均売上数が多いが、午後には在庫切れ
が生じ平均売上数が少なくなる、これらは、
適切な価格設定にも影響を与えると考えら
れる。 
 

 

図 9 在庫情報による平均入荷件数への影響 

 
 

 

図 10 在庫情報による平均入荷件数の影響 

（桃太郎トマト） 

 
（9）生産者アンケート 
2014 年のアンケート時点で 97％の生産者
が家族の内で1名以上が売上情報の配信機能
を利用しており、9 割以上の生産者が売上情
報を見て出荷量を変更すると回答している。 
また、図 11は出荷依頼機能の有効性につい
てのアンケート結果をまとめたものである
（2014 年 1 月実施）。産直全体の在庫状況に
応じて出荷依頼されることにより、商品の品
揃えを行いつつ機会損失を少なくすること
で適正価格での販売が可能となるため、生産
者からの評価も高い。出荷依頼機能は 2013
年 12 月から運用されており、繁農期での活
用が期待されている。同時に、売上傾向につ
いてのアンケートについての評価も高く、産
直全体の売れ行きを知ることにより 87％の
生産者が出荷や栽培の参考にしていると回
答している。 

 

図 11 出荷依頼についてのアンケート結果 

 
図 12 は、販売計画に対する生産者の意識を
調査したアンケート結果の一部である。栽培
計画/販売計画の立案機能については、導入
後も利用率が低く定着していない。年 1回の
栽培/販売計画の立案から徐々に計画見直し
のサイクルを縮める予定であったが、現状も
年度初めに入荷実績レポートを配布し、販売
計画として集計するにとどまっている。販売
計画ができたことにより、近隣レストランと
の間で地産地消を目指した食材供給やコラ
ボメニューが作られ一定の効果はあったも
のの、栽培/販売計画の必要性についての生
産者への啓蒙活動や仕組みの改善が必要と
なる。 
 



 

図 12 販売計画に関するアンケート結果 

 
（10）産直への適用より得られた知見 
① 産直のように生鮮品を取り扱う販売物流
においては、供給側が主な意思決定を行う在
庫管理方式は効率的である。その際、供給側
と販売側の情報共有や供給側の全体統制に
工夫を行うことでより大きな効果が得られ
る。 
② 供給側へ売上状況や売上傾向を提供する
ことで適切なタイミングでの出荷が行え、品
切れによる機会損失の防止や品揃えの確保
が行える。売れ残りが少ない環境では、販売
品の価格を適正に設定することが重要であ
り、そのためには出荷タイミングの調整が必
要となる。 
③ 1 次産業のように情報技術の活用が遅れ
ている分野での情報技術利活用は、導入およ
び定常運用ができた場合の効果は大きい。利
用者がメリットを感じやすい部分から順次
導入することと、利用者の中心的な人物の存
在が大きいと思われる。 
④ 今回対象とした産直のように、参加目的が
異なる供給者が混在している場合には、栽培
/販売計画のような長期計画を共有すること
は、短期的な視点での業務改善に比べ導入が
困難である。供給者の意識改革など長期的に
取り組む必要がある。 
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